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わが国の中小企業会計基準の展開
～「中小企業の会計に関する基本要領」をめぐって～
山 下 壽 文
1．はじめに
2005年8月に中小企業庁，日本税理士会連合会，日本公認会計士協会の報
告書等を統合するものとして，「中小企業の会計に関する指針」（以下，中小
指針という）が策定された。中小指針は，「中小企業が，計算書類の作成に
当たり，拠ることが望ましい会計処理や注記等を示すものである」とその目
的を述べている。しかし，中小指針は，数千社の中小企業が採用しているに
すぎず，その期待に反して多くの中小企業において採用されるに至らなかっ
た。このような状況のもとに，2010年2月に中小企業庁において研究会，同
年3月に企業会計基準委員会等の民間団体により懇談会が設置され，それぞ
れ，非上場企業，特にその大部分を占める中小企業の会計に関する検討が行
われ，同年8月に懇談会，9月に研究会の報告書がとりまとめられた。
懇談会および研究会の報告書を受け，2011年2月に「中小企業の会計に関
する検討会」（以下，検討会という）が設置され，さらに検討会の議論を支
えるものとしてワーキンググループが組織された。ワーキンググループでの
検討結果を受け，検討会において「中小企業の会計に関する基本要領」（以
下，中小要領という）がとりまとめられ，2012年2月1日に公表された。
本稿では，中小企業向け会計基準の作成モデルおよび策定方法について検
討し，それにもとづき中小要領の特徴を中小指針との比較において明らかに
するとともに，総論，各論および様式からなる中小要領の構成上の論理的矛
盾を検証し，中小要領の問題点について考察を行う1。
―49―
2．中小企業向け会計基準の作成モデルと策定方法
⑴ 中小企業向け会計基準の作成モデル
中小企業向け会計基準の作成モデルには，シングルスタンダードとダブル
スタンダードがある。シングルスタンダードでは，個々の大企業向け会計基
準に中小企業のための簡素化規定を置くか，または大企業向け会計基準の体
系に各会計基準の中小企業のための簡素化規定を別個にまとめて会計基準を
制定する。前者の例としては，「退職給付に係る会計基準設定に関する意見
書」の「小規模企業における簡便法の適用」において，「小規模な企業」は，
「簡便な方法を用いて退職給付費用を計算することも認められる」と規定し
ている場合がある。これに対して，ダブルスタンダードでは，個々の大企業
向け会計基準とは別に中小企業向け会計基準を制定する。ダブルスタンダー
ドの場合は，大企業向け会計基準とは別に中小企業向け会計基準を制定する
ので，中小企業向け会計基準自体が独立した会計基準となる。したがって，
大企業向け会計基準を理解しなければ，中小企業向け会計基準が理解できな
い訳ではない。
⑵ 中小企業向け会計基準の策定方法
中小企業向け会計基準の策定方法には，トップダウンアプローチとボトム
アップアプローチがある。トップダウンアプローチは，図表1のように，中
小企業において一般的に会計処理能力が十分ではなく，利害関係者の範囲が
限定されていること等を考慮しつつ，大企業向けの会計基準を簡素化して策
定する方法である。これに対して，ボトムアップアプローチは，図表2のよ
うに，業種・業態・規模等が多様である中小企業の会計処理能力が企業に
よって異なるため，中小企業の属性および税務会計を考慮し，中小企業向け
の会計基準を一から策定する方法である。中小企業庁事業環境部財務課
［2010］等では，ボトムアップアプローチを中小企業の商慣行・記帳である
「企業会計原則」等を中小企業の属性および税務会計を考慮して積上げ，中
小基準を制定するとしている。これは，「企業会計原則」の前文「企業会計
の実務の中に慣習として発達したもののなかから，一般に公正妥当と認めら
佐賀大学経済論集 第45巻第4号
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を示している2。
河﨑照行教授によれば，トップダウンアプローチとボトムアップアプロー
チによる策定方法に関連する会計基準の理論構造には，①機能論的思考法と
②機械論的思考法がある。①は，思考対象（ここでは会計基準）が一定の目
的をもって全一体として機能しているとみて，「機能」の面から対象を解明
する立場をいう。「財務諸表」（アウトプット）から「会計システム」のあり
方を考察する思考方法である。財務諸表の果たすべき「機能」（意思決定有
用性）の観点から，会計基準のあり方を議論する。②は，思考対象を解析的
に分解し，分解された部分の性質を明らかにするとともに，その部分を集め
て対象を再構成する立場をいう。「帳簿」（インプット）から「会計システム」
図表1 トップダウンアプローチの概念イメージ⑴
（出所）中小企業庁事業環境部財務課［2010］および平川監修［2012］，32頁。
図表2 ボトムアップアプローチの概念イメージ⑴
（出所）中小企業庁事業環境部財務課［2010］および平川監修［2012］，32頁。
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のあり方を考察する思考方法である。②に基づいているのが「企業会計原
則」であり，「正規の簿記の原則」の重要性を強調した会計基準の体系となっ
ている。内部統制が未整備である中小企業の場合は，会計行為の基点である
「帳簿」（記帳）を重視する観点が重要である（河﨑［2011c］，6－7頁）。
さらに，別の個所で河﨑教授は，「特に中小企業の場合には，実際行われて
いる会計をルール化したほうが，実効性という観点から，望ましいように思
います。もちろん，その中身は変わっていきます。経済状況が変わっていけ
ば，新しい会計処理のやり方が生まれてくるアプローチは，帰納的なアプロー
チと言えるかもしれません。」（特別座談会［2012］，23頁），「企業会計原則
は，公開企業や大企業向けの会計原則ですが，これに対して中小企業には，
中小企業簿記要領が公表されたわけです。その背景には，青色申告制度の普
及があり，そのためにはしっかり帳簿をつけさせようという狙いがありまし
た。わが国の中小企業の会計は，ここが原点であるように思います。」（特別
座談会，11頁）と述べておられる3。
これらから推測すると，河﨑教授は，「企業会計原則」における「正規の
簿記の原則」の重要性を強調した会計基準の体系として1950年に公表された
経済安定本部企業会計制度対策調査会報告『中小企業簿記要領』を想定され
ている。しかも，「しっかり帳簿をつけさせようという狙い」は，中小要領
の利用を想定する会社も同様と考えられ，「正規の簿記の原則」の重要性を
強調した会計基準を策定するために，「企業会計原則」等を中小企業の属性
および税務会計を考慮して積上げたもの（思考対象を解析的に分解し，分解
された部分の性質を明らかにするとともに，その部分を集めて対象を再構成
したもの）が中小要領である。つまり，中小要領は，「『取得原価主義』，『企
業会計原則』，『法人税法』等を踏まえた会計基準であることが，その特徴」
（河﨑［2012］，27頁）である。しかし，それが「特に中小企業の場合には，
実際行われている会計をルール化したほうが，実効性という観点から，望ま
しい」という「帰納的なアプローチ」とどう係わるのかは不透明といわねば
ならない。ただ，前述のように，「企業会計原則」の前文の「企業会計の実
務の中に慣習として発達したもののなかから，一般に公正妥当と認められた
ところを要約したもの」を中小企業の商慣行・記帳と解釈しているとすれば，
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「帰納的なアプローチ」を採っているという意味は理解できる。問題は，「企
業会計の実務の中に慣習として発達したもののなかから，一般に公正妥当と
認められたところを要約したもの」を中小企業の商慣行・記帳と解釈できる
かどうかにある。
卑見によれば，ワーキンググループは，中小指針が企業会計基準のトップ
ダウンアプローチにより策定されたことがハードルが高いといわれる原因と
図表3 トップダウンアプローチの概念イメージ⑵
図表4 ボトムアップアプローチの概念イメージ⑵
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なったと考え，そのアンチテーゼとしてアプリオリにボトムアップアプロー
チによる策定を行っており，その際に中小企業の商慣行・記帳を十分に検討
することなく，大企業向けの会計基準である「企業会計原則」等を中小企業
の属性を安易に考慮して積上げたところに，「Ⅱ各論」において論理的矛盾
をもたらした一因があると考える。これについては，後述する。
「企業会計原則」は，旧証券取引法において，「財務諸表等規則」と同じく
有価証券報告書の財務諸表作成の根拠となるものと一般的に考えられており，
河﨑教授も指摘されているように大企業向けの会計原則である。したがって，
「企業会計原則」はボトムアップアプローチではなく，トップダウンアプロー
チに位置する。つまり，わが国においてトップダウンアプローチという場合，
図表3のように大企業向けの企業会計基準や「企業会計原則」等を中小企業
の属性および税務会計を考慮し，簡素化して中小企業向け会計基準を策定す
る方法である。これに対して，ボトムアップアプローチは，図表4のように
中小企業の商慣習・記帳（「企業会計原則」ではない）をもとに中小企業の
属性および税務会計を考慮して積上げ，中小企業向け会計基準を策定する方
法である。卑見によれば，中小要領はボトムアップアプローチではなくトッ
プダウンアプローチによって策定されていると考える。
⑶ 作成モデルと策定方法の組み合せ
シングルスタンダードは，大企業向け会計基準に中小企業のための簡素化
規定が含まれるために，策定方法としてはトップダウンアプローチのみが該
当する。これに対して，ダブルスタンダードは，大企業向け会計基準とは別
に中小企業向け会計基準が制定されるために，策定方法としてトップダウン
アプローチとボトムアップアプローチのどちらかが選択可能である。
「中小企業のための国際財務報告基準」（International Finacial Reporting
Standards for Small and Medium-sized Entities：中小企業版 IFRS）につい
て，その作成モデルと策定方法は次のように考えることができる。
中小企業版 IFRS でいう中小企業とは，社会的説明責任のない企業で，か
つ外部の財務諸表利用者に一般目的財務諸表を公表する企業である。ここで
財務諸表利用者とは，①金融機関，②供給業者，③格付機関，④顧客および
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完全版IFRS 中小企業版IFRS 
簡素化
簡素化  
IASBの会計基準
概念フレームワーク 概念フレームワーク** 
中小企業の定義* 
IAS/IFRS パラグラフ 3－35 
* パラグラフ1 
** パラグラフ2 
⑤所有者以外の株主である（IASB［2009］，pars．1．2‐1．3）。このことは，「国
際財務報告基準」（International Finacial Reporting Standards：完全版 IFRS
または IFRS）が主に投資者の意思決定に役立つ会計情報の提供を目的とし
ているのに対し，中小企業版 IFRS が主に金融機関等への意思決定に役立つ
会計情報の提供を目的としていることを示している。したがって，中小企業
版 IFRS は，利害関係者を金融機関等へ限定して，図表5のように完全版
IFRS を簡素化している。中小企業版 IFRS の作成モデルはダブルスタンダー
ドで，策定方法はトップダウンアプローチである4。
3．中小要領の策定背景および特徴
⑴ 中小要領の策定背景
中小企業が計算書類を作成する場合の拠り所となる中小指針がその期待に
反して多くの中小企業において採用されるに至らなかったその主たる理由は，
中小指針のハードルの高さにある。2010年9月の「中小企業の会計に関する
研究会（中間報告書）」は，中小指針の問題点として，次の4点をあげてい
る5。
① 高度かつ複雑である
図表5 IASB の会計基準の体系
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概念フレームワーク
企業会計基準 中小指針
簡素化
② 経営者は理解しにくい
③ 会計処理の選択の幅が限定的である
④ 中小企業の商慣行や会計慣行の実態に即していない
以上の問題点を検討し，より中小企業の実態に応じた会計基準を策定すべ
く検討会が設置され，さらに検討会のもとでワーキンググループが中小企業
向け会計基準の検討を行い，その結果を受け，検討会において中小要領がと
りまとめられて公表された。
⑵ 中小要領の特徴
中小指針のハードルが高いといわれる理由に，中小指針が図表6のように
大企業向け企業会計基準を中小企業の実態に合わせて簡素化するトップダウ
ンアプローチを採用していることがあげられる。この大企業向け企業会計基
準は，会計の目的を主に投資意思決定情報の提供とし，財務諸表の諸要素（資
産，負債，資本，収益および費用）の定義，認識および測定規準を規定した
概念フレームワークをもとに設定されるが，資産負債アプローチ（資産負債
観）による公正価値測定および包括利益計算を特徴とする。このような大企
業向け企業会計基準を簡素化したのが中小指針であり，作成モデルはダブル
スタンダード，策定方法はトップダウンアプローチの組み合せである6。中
小指針は，企業会計基準を中小企業向けに簡素化したもので，完全版 IFRS
に対する中小企業版 IFRS と同じ関係にある。ここに「高度かつ複雑である」，
「中小企業の商慣行や会計慣行の実態に即していない」等の批判となってあ
らわれた要因がある。ただ，企業会計基準委員会［2006］は，副次な利用と
図表6 中小指針の簡素化アプローチ
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＋
｢金融商品に関
する会計基準｣
その他
して配当制限（会社法），税務申告制度（税法），金融規制をあげ，包括利益
の他に純利益も重視する。この意味で，資産負債アプローチと収益費用アプ
ローチ（収益費用観）の折衷がみられる。とはいえ，中小企業にとって中小
指針のハードルの高さの要因となっていることに変わりはない。
これに対して，中小要領は，図表7のように一部時価主義等を採っている
が，原則として取得原価主義および費用収益対応の原則を中心とする収益費
用アプローチを採る「企業会計原則」等を中小企業の実態に合わせて簡素化
したものである。中小要領は，中小指針と同様に，作成モデルはダブルスタ
ンダード，策定方法はトップダウンアプローチの組み合せである。
このアプローチにおける会計公準は，企業実体の公準，会計期間の公準お
よび貨幣評価の公準である。これを基本的な仮定として，一般原則にもとづ
き発生主義，実現主義，費用収益対応の原則および費用配分の原則等の会計
原則を設定し，それらにもとづき会計処理の原則や手続が決定される。例え
ば，会計期間の公準から費用配分の原則が，費用配分の原則から減価償却の
会計処理や手続が導き出される。
図表7 中小要領の簡素化アプローチ
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4．中小要領の構成
⑴ 総論
総論は大きく①目的，②対象，③方針および④留意事項に分けることがで
きる。これらを中小指針と比較すると，図表8のとおりである。
中 小 指 針 中 小 要 領
目的
・中小企業が計算書類の作成に当たり，拠る
ことが望ましい会計処理や注記等を示す。
中小企業は本指針に拠り計算書類を作成す
ることが推奨される。
・会計参与が取締役と共同して計算書類を作
成するに当たって拠ることが適当な会計の
あり方を示す（ただし，会計基準に拠るこ
とを妨げない）。
・本指針に記載のない事項は，会計基準によ
る。
・中小企業の多様な実態に配慮し，その成長に
資するため，中小企業が会社法上の計算書類
等を作成する際に，参照するための会計処理
や注記等を示す。
・金商法において一般に公正妥当と認められる
企業会計基準や中小指針に基づいて計算書類
等を作成することができる。
・本要領に記載のない会計処理は，企業会計基
準，中小指針，法人税法等一般に公正妥当と
認められる企業会計の中から選択適用する。
対象
・以下を除く株式会社
⑴ 金商法の適用を受ける会社，その子会社
および関連会社
⑵ 会計監査人を設置する会社およびその子
会社
・特例有限会社，合名会社，合資会社または
合同会社
・以下を除く株式会社を想定
⑴ 金商法の規制の適用対象会社
⑵ 会社法上の会計監査人設置会社
・特例有限会社，合名会社，合資会社または合
同会社
方針
・中小企業は，コスト・ベネフィットの観点
から会計処理を簡便化
・経営管理に役立つ会計情報の提供
・法人税法で規定する処理の適用
・中小企業の経営者が活用しようと思えるよう，
理解しやすく，自社の経営状況の把握に役立
つ会計
・中小企業の利害関係者（金融機関，取引先，
株主等）への情報提供に資する会計
・中小企業の実務における会計慣行を十分考慮
し，会計と税制の調和を図った上で，会社計
算規則に準拠した会計
・計算書類等の作成負担は最小限に留め，中小
企業に過重な負担を課さない会計
・安定的かつ継続利用の観点から，IFRS の影
響を受けない。
・中小企業の会計慣行に応じ，適宜改訂する。
留意
事項
・記帳等の一般原則を提示。
図表8 中小指針と中小要領の目的，対象，方針および留意事項の比較
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①目的
中小指針と中小要領の目的は，中小指針が「会計参与が取締役と共同して
計算書類を作成するに当たって拠ることが適当な会計のあり方を示す」とし
ている以外は，実質的な相違点はみられない。つまり，中小指針と中小要領
は，中小企業が計算書類を作成する場合の望ましい会計処理や注記等を示す
ことを目的としている。これについて，検討会の座長である万代勝信教授は，
「計算書類の作成にあたっては，どのようなものを資産や負債として計上す
るのか，また，どのような金額で資産や負債を計上するのかなどが重要とな
る。これについて，すべての場合を網羅した規定を会社法や会社計算規則の
なかで規定することはできないので，必要最低限の規定を設け，それ以外に
ついては，『株式会社の会計は，一般に公正妥当と認められる企業会計の慣
行に従うものとする（会社法四三一条）』とされ，企業会計の慣行に一任さ
れている。」（万代［2012］，4頁），「中小企業は，‐‐‐‐‐‐‐‐事業活動や経済
的取引において多種多様であり，『中小企業とはどのような企業か』に対し
て全員が納得するような定義を与えることは難しい。このように多種多様な
中小企業であるが，多くの中小企業にあてはまる特徴を考慮して，中小企業
にとって『一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行』の一つとしてまと
められたものが中小会計要領である。」（万代［2012］，8頁）とされる。中
小要領は，会社法の要求に適合した最低限この程度の会計処理が必要である
ことを示したもので，会社計算規則と整合的であり，一般に認められた会計
慣行となる。しかし，中小要領が簡便な会計処理方法を原則としていること
から，会社の財産および損益の状態を正確に判断するための情報を提供した
ことにならない場合の余地がある可能性は否定できない。これは，注記がな
されていれば，これまでの公表裁判例から正確に判断するための情報を提供
がなされなかったとされる可能性は低い（弥永［2012］，43頁）。
中小指針は「本指針に記載のない事項は，会計基準による」とし，中小要
領は「本要領に記載のない会計処理は，企業会計基準，中小指針，法人税法
等一般に公正妥当と認められる企業会計の中から選択適用する」としている。
このことは，会計基準が中小要領→中小指針→企業会計基準とレベルアップ
していくことを示している7。
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②対象
図表9は会社の分類と適用される会計基準を示したものであるが，これに
拠れば会社のうち上場会社，金商法対象会社および会社法上の大会社を除く，
約258万5千社が中小指針および中小要領の適用対象株式会社となる。この
他，特例有限会社，合名会社，合資会社または合同会社も適用対象会社に含
まれる。これにより，わが国の会計基準は，IFRS，「単体財務諸表に関する
検討会議」が制定する日本基準，中小指針および④中小要領からなる（平松
［2011］，10－11頁）。
③方針
中小指針および中小要領は，金融機関等が主たる利害関係者であること，
中小企業の経営者の企業自体の経営管理に役立つこと，法人税法の処理の配
慮および計算書類の作成に過重の負担がかからないことが共通の方針となっ
区 分 会社数 連 結 単 体
上場企業 約3，900社
①金商法開示企業
（上場会社以外）
約1，000社
②会社法大会社
（上場会社及び①以外）
（資本金5億円以上，又は，
負債総額200億円以上）
約10，000社
から上場会社，
①に含まれるも
のの数を除く
③上記以外の株式会社
（上場会社，①及び②以外）
約260万社
から上場会社，
①，②に含まれ
るものの数を除
く
中小指針
中小要領
日本基準



連結先行でコン
バージェンス



国際会計基準
の任意適用
作成義務
なし
日本基準
日本基準
（注）簡略化
図表9 会社の分類と適用される会計基準
（注） 平成22（2010）年3月26日の企業会計審議会総会の資料を基に作成。なお，上場会社の連結財務諸表
への国際会計基準の強制適用については，平成24（2012）年を目途にその是非を判断。
（出所）「非上場会社の会計基準に関する懇談会（報告書）」（平成22（2010）年8月30日）を一部修正。
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ている。このような共通の方針を有しながら，その会計処理に相違がみられ
るのは，前述のように策定方法に同じトップダウンアプローチを採用しなが
ら，企業会計基準を簡素化して制定されているのか，「企業会計原則」等を
簡素化して制定されたのかに拠る。中小要領は，「企業会計原則」等を簡素
化して制定されているので，IFRS とは距離を有する。
中小指針は，IFRS の改訂等にともなう企業会計基準の改訂等に対応して
毎年改訂されている。これに対して，中小要領は，「安定的かつ継続利用の
観点から，IFRS の影響を受け」ないので毎年改訂するのではなく，「中小
企業の会計慣行に応じ，適宜改訂する。」としている。
④その他
中小要領は，総論において，複数の会計処理の方法が認められている場合
に継続性の原則，記帳の重要性として正規の簿記の原則，留意事項として真
実性の原則，資本取引と損益取引の区分の原則，明瞭性の原則，保守主義の
原則，単一性の原則および重要性の原則をあげている。これらは，「企業会
計原則」の一般原則に注解の重要性の原則をプラスしたものである。ただし，
「企業会計原則」において，真実性の原則は記録の原則としての正規の簿記
の原則，処理の原則としての資本取引と損益取引の区分の原則（剰余金区分
の原則），明瞭性の原則，保守主義の原則および単一性の原則にしたがうこ
とにより保証される最高位の原則とされる。しかし，中小要領では，記帳の
重要性として正規の簿記の原則が重視されている。これについて，「企業会
計原則」等を中小企業の属性および税務会計を考慮して積上げるボトムアッ
プアプローチにより中小要領を策定している根拠となっていることは，前述
のとおりである。なお，中小要領がボトムアップアプローチにより策定され
ているという主張についての疑問はここで繰り返さない。
それはともかく，これらの一般原則は，中小指針にはない。このことは，
同じく大企業向けの会計基準を中小企業の実態に合わせて簡素化するといっ
ても，その拠り所とする会計基準に相違があることを示している。
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収益，費用の基本的な会計処理 
資産，負債の基本的な会計処理 
金銭債権及び金銭債務 
貸倒損失，貸倒引当金 
有価証券 
棚卸資産 
経過勘定 
有形固定資産 
? ?
? ?
?
繰延資産 
リース取引 
引当金 
外貨建取引等 
注   記 
⑵ 各論
中小要領の各論の体系は，図表10のようにまず「収益，費用の基本的な会
計処理」からはじまるが，これは費用収益対応概念にもとづき純利益計算を
行うことが主目的であり，包括利益計算は対象としないことを示している。
したがって，「純資産」の部（および「株主資本等変動計算書」）において「評
価・換算差額等」の区分はない8。
これに対して，中小指針では「収益，費用の基本的な会計処理」や「資産，
負債の基本的な会計処理」等の基本処理はなく，「金銭債権債務」等の項目
からはじまる9。
これにより，中小要領は，「本要領の利用を想定する中小企業の実務にお
いて一般的に必要と考えられる会計処理について取りまとめたものである」
（検討会のコメントへの回答）とか，中小要領は，「中小企業の経営者に理
解しやすく，本要領の利用を想定する中小企業に必要な事項を簡潔に記載し
たものである」（検討会のコメントへの回答）といわれる。しかし，次のよ
うな疑問を抱かざるを得ない。
金銭債務の項目において，社債を額面金額（価額）未満で発行する場合，
図表10 各論の構造
佐賀大学経済論集 第45巻第4号
―62―
発行時に発行額で貸借対照表の負債に計上し，決算において，額面金額と発
行額との差額を発行から償還までの期間に按分して支払利息として計上する
とともに，貸借対照表の金額を増額させることができるとし，繰延資産の償
却期間の例示に社債発行費（社債の償還までの期間）があるが，中小企業に
おいて社債を発行するのは一般的であるとは考えられない。また，無形固定
資産の減価償却に関し，対象となる資産項目，償却期間について具体的に明
示すべきとのコメントに対して，「本要領の利用を想定する中小企業に必要
な事項を簡潔に記載したもの」と検討会は回答し，退けている。この回答が
繰延資産において対象となる資産項目や償却期間を明示し，無形固定資産に
おいては明示しない論拠になるであろうか。さらに，外貨建取引（輸出の場
合に決済が円以外の外国通貨で行われる取引），外貨建金銭債権債務および
為替予約の会計処理10を示しているが，これは中小企業に一般的に必要な会
計処理といえるだろうか。
周知のように，「企業会計原則」注解注22「社債の貸借対照表価額につい
て」は，中小要領の金銭債権項目においての社債を社債金額より低い価額で
買い入れた場合の会計処理と一致する11。これに対して，金銭債務の項目に
おいて，社債を額面金額未満で発行する場合，「企業会計原則」では，その
差額を「社債発行差金」（繰延資産）として，償還期間にわたり償却を行う
ことになる。しかし，企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」（企
業会計基準委員会［2007］）は，「社債を社債金額よりも低い価額又は高い価
額で発行した場合など，収入に基づく金額と債務額とが異なる場合には，償
却原価法に基づいて算定された価額をもって，貸借対照表価額としなければ
ならない。」（Ⅳ‐5‐26）と規定している。これと中小要領の社債を額面金額
未満で発行する場合の会計処理は符合する。ただ，中小要領に社債を社債金
額より高い価額で買い入れた場合および社債を額面金額より高い価額で発行
する場合の会計処理の解説はない。また，外貨建取引等や為替予約の会計処
理は，「外貨建取引等会計処理基準・同注解」（企業会計審議会［1999］）に
準じていると考えられる。
これらは，中小要領が中小企業の商慣行・記帳を中小企業の属性および税
務会計を考慮して積上げて中小基準を策定するボトムアップアプローチでは
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なく，大企業向けの「企業会計原則」等を中小企業の属性および税務会計を
考慮して簡素化して中小企業向け会計基準を策定するトップダウンアプロー
チを採用していることから生じる矛盾点と考えられるであろうか。それとも，
トップダウンアプローチの方法に誤りがあったのであろうか12。
中小指針は，各項目について，定義（範囲），会計処理，貸借対照表の表
示，損益計算書の表示および注記からなる。これに対して，中小要領の各項
目は，要約と解説からなるが，その内容は主に会計処理であり，貸借対照表
の表示，損益計算書の表示および注記は様式集の【記載上の注意】および「注
記」項目にまとめて示してある。しかし，定義（範囲）について解説はほと
んどない。中小指針の各項目の内容は，中小要領のそれに比べて詳細である。
例えば，中小指針にはリース取引の項目においてリース取引やファイナンス
リース取引の定義があるが，中小要領にはリース取引等の定義はない。ただ，
売買取引に係る方法はリース対象物件を「リース資産」として貸借対照表の
資産に，借入金に相当する金額を「リース債務」として負債に計上し，リー
ス資産は一般的に定額法で減価償却を行う，と解説しているにすきない。ま
た，「法人税法固有の繰延資産」について，会計上の繰延資産には該当しな
いため，固定資産（投資その他の資産）の部に「長期前払費用」として計上
する，と解説している。公共的施設等負担金や広告宣伝用資産を長期前払費
用として計上するとして，簿記上どのような勘定科目で処理するのであろう
か。また，償却した場合の会計処理はどうなるのであろうか。これらについ
て，中小要領には何ら解説がない。これで，記帳処理に詳しい税理士等記帳
代行者にとって問題はないであろうが，中小要領の利用を想定する中小企業
の経営者や経理担当者に理解しやすいといえるであろうか。また，中小指針
は，税金費用・債務，税効果会計，組織再編の会計および減損会計を取り上
げているが，中小要領では，これらの項目を取り上げていない。消費税や法
人税等の税金費用を取り上げないで，「中小企業の実務において一般的に必
要と考えられる会計処理について取りまとめた」（検討会のコメントへの回
答）といえるであろうか。
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⑶ 様式
様式集は，貸借対照表，損益計算書，【記載上の注意】，株主資本等変動計
算書（横形式・縦形式），個別注記表，製造原価明細書，販売費及び一般管
理費の明細からなる。【記載上の注意】〈貸借対照表〉では，資産，負債およ
び純資産の区分，貸倒引当金および減価償却累計額の表示方法，有価証券の
分類，リース取引の売買取引に準じて処理する場合について，【記載上の注
意】〈損益計算書〉では，損益計算書の区分の記述がある。これらは，各論
で解説されていない内容である。理解しやすさを求めるならば，各論で中小
指針と同様に要約および解説で貸借対照表および損益計算上の表示を記述し，
さらに様式集で表示例を示すべきではなかったか。簡潔さを求め過ぎて，逆
効果になっていると考える。また，各論において，貸倒引当金，賞与引当金
および退職給付引当金の会計処理を促しながら，販売費及び一般管理費の明
細にそれらに対応する費目は示されていない（従業員賞与および従業員退職
金の費目はある）。これらは，「企業実態に応じて，適当な勘定科目を加除・
集約することができる」として済まされることであろうか。
5．おわりに
本稿では，中小指針と中小要領の作成モデルと策定方法，中小指針と中小
要領の各論の内容の相違を検討することによって，中小要領の問題点につい
て考察を行った。その結果は次のとおりである。
①中小要領を利用する想定する中小企業の経営者に理解しやすく，必要な
事項を簡潔に記載したものであるといいながら，必要な事項とは考えられな
い社債の発行や外貨建取引等の事項を取り上げている。
②「必要な事項を簡潔に記載」しすぎて，経理能力に乏しいといわれる中
小要領を利用する想定する中小企業の経営者や経理担当者に対応できない。
このような状況の下で，中小企業庁［2012］の普及，活用策13が機能するで
あろうか。
③会計処理は各論の各項目，注記は各論「注記」，貸借対照表の表示は「様
式集」というように説明がバラバラで分り難い。各論の各項目の説明と様式
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は重複してもよいので，秩序だって説明すべきであった。
④経済安定本部編［1950］や中小企業庁［1975］のような記帳例題等，企
業会計基準の実務指針のような会計処理事例を提示すべきであった。
⑤中小要領は，策定方法にボトムアップアプローチを採っているというが，
実際には大企業向けの「企業会計原則」等を中小企業の属性および税務会計
を考慮して簡素化するトップダウンアプローチを採っており，それを安易に
簡素化したことが上述の多くの問題を生じる一因となっている。これにより，
中小要領は，中小企業にとって，中小指針とは別の意味でハードルが高いと
いわざるを得ない。中小企業向け会計基準をボトムアップアプローチで策定
することがコスト・ベネフィットの観点から合理的かどうかは，判断が分か
れるところである。したがって，トップダウンアプローチによる策定方法を
頭から否定することは，難しいといわねばならない。問題は，どの会計基準
をどのように簡素化するかである。これについてのワーキンググループの中
小要領策定プロセスは，不透明である。
最後に，約258万5千社といわれる中小法人に対するワーキンググループ
による中小要領の策定に関しては，多様な意見をまとめるという困難があり，
苦心の跡が垣間みられ，それに対して敬意を表するものである。ただそれに
もかかわらず，策定方法，それにもとづく会計処理に問題があることは上述
のとおりである。中小企業にとって中小指針はハードルが高いということで，
中小要領を策定したのにもかかわらず，ハードルの高さを解消できたどうか
は疑問が残る。なお，本稿において中小企業庁，検討委員会およびワーキン
ググループの委員等の見解を取り上げ，批判を行っているが他意はない。か
つて短い期間であるが，中小法人の経理部に籍を置いたことのある身として
は，中小要領の策定に関られた委員諸氏と同様に，中小企業の健全な経理実
務の確立に対する思い入れに変わりはない。このような思い入れのもとに，
本稿は展開されていることをご理解いただきたい。
（注）
1 本稿における中小企業とは，中小法人企業をいい，個人企業は含まない。
2 特別座談会〔2012〕でのこれに関連したやり取りは，次のとおりである。「何か上位
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概念があって演繹的に作るのではなくて，帰納的に発見している点に意味がある。」（弥
永真生教授），「中小指針は演繹法，要領は帰納法に対応する」（司会：坂本孝司教授），
「大雑把に言えばそうだと思います。」（弥永，特別座談会〔2012〕，24頁）この他，河
﨑教授は，「中小指針は中小企業の理想像を求めているように思います。それは企業会
計基準を簡素化し，要約する形で作成されており‐‐‐‐‐‐‐トップダウン方式のアプロー
チですね。これに対して，今回はボトムアップアプローチという形で，身の丈に合った
会計ルールが策定されている。」（特別座談会〔2012〕，23頁）と述べておられる。万代
［2012］も同じ立場に立つ。
3 『中小企業簿記要領』は，「法人以外の中小商工業者のよるべき簿記の一般的基準を示
すもので」，法人企業を対象としたものではない（付言すれば，『中小企業簿記要領』に
は，『中小企業簿記要領解説：記帳例題つき』が公表されている）。ただし，黒澤［1980］
は，中小法人も含むとする。なお，中小法人企業に対しては，中小企業庁が1953年に『中
小会社経営簿記要領』（1975年に改訂）を公表している。これは，個人的色彩が濃く，
経理担当者が少数で，専門的な経理知識が不足している中小会社が一般に公正妥当と認
められる「企業会計原則」に準拠し，かつ法人税法施行規則の記載要件にあてはまる複
式簿記であることを特徴とする。『中小企業簿記要領』や『中小会社経営簿記要領』は，
「簿記の一般的基準」および「帳簿記入のシステム」を取り上げたもので，会計基準の
体系ではない。これは，中小要領と相違する点である。なお，『中小企業簿記要領』に
ついては，岩邊［1987a］および［1987b］に詳細な解説がある。
4 河﨑教授は，「中小企業版 IFRS」と「完全版 IFRS」の関係について次のように主張
される。
「『中小企業版 IFRS』では，『完全版 IFRS』の基本コンセプトが，そのまま概念フレー
ムワークを形作っていることから，『中小企業版 IFRS』は，独自の会計基準というよ
りも，『完全版 IFRS』の要約版（または圧縮版）として特徴づけることができる。」，「『中
小企業版 IFRS』の概念フレームワークは，『完全版 IFRS』の概念フレームワークをそ
のまま踏襲しているが，『完全版 IFRS』に比べて，公正価値測定や資産負債アプロー
チから若干逸脱している点に，その特徴がみられる。」（河﨑［2011a］，5頁），「『中小
企業版 IFRS』は，『完全版 IFRS』のうち，(a)中小企業との関連性が乏しい項目を削除
し，(b)会計方針の複数のオプションについては単純なオプションを指示する形で，そ
の簡素化が図られている。」（河﨑［2011a］，6頁）
河﨑教授によれば「中小企業版 IFRS」は「独自の会計基準というよりも，『完全版
IFRS』の要約版（または圧縮版）」となるが，中小企業版 IFRS は，完全版 IFRS の要
約版（または圧縮版）であれ，それ自体で機能する会計基準である。IASBのスタッフ
は，IASC Foundation: Training Material for the IFRS for SMEs により，中小企業版 IFRS
の普及に努めているが，そのことは独自の会計基準であることをあらわしている。
5 中小企業庁事業環境部財務課［2010］は，中小指針が普及しない理由について，企業
属性によるものと会計基準によるものに分けて列挙している。基本的には，中間報告書
と同じである。
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企業属性によるもの
① 経理人数：経理担当者1名以下の企業が約7割。→経理担当者（事業主を除く）0
人：9．0％，1人：59．7％。（出所）平成20年「会計処理・財務情報開示に関する中小
企業経営者の意識アンケート調査」（中小企業庁）
② ステークホルダー：債権者（金融機関，取引先等）や株主等ステークホルダーが限
定的
③ 所有者＝経営者：所有と経営が一致する企業が多く，投資家に対する説明責任や情
報提供の必要性が乏しい
④ 会計知識：経営者および従業員の会計知識が十分ではない
会計基準によるもの
① 内容の複雑化：会計処理の複雑化や見積りに基づく項目が多く，適正な計上の判断
が難しい。→金銭債権，棚卸資産，有価証券，退職給付会計，金融商品，税効果会計
② 任意性の廃止：「企業の規模に関係なく，取引の経済実態が同じなら会計処理も同
じになるべき」とし，中小企業のコスト・ベネフィットの観点から会計処理の簡素化
を一定の場合に限り認める扱いにより，会計処理の選択の幅が狭まる。→引当金，税
効果会計，工事契約
③ 税務会計との乖離が拡大：別段の定めによる調整コストが増加。一部項目（リース，
棚卸資産，工事契約）においては中小企業の実態に鑑み，会計上の例外扱いを認め，
税法でも対応。→引当金，組織再編の会計（企業結合会計および事業分離会計），資
産の評価損（減損損失），貸倒引当金，退職給付引当金，減価償却費，受取配当，交
際費
④ 商慣行・実務慣行との違い：日本の商慣行や実務慣行と異なる項目により，取引の
見直し等既存の営業や業務に大きな支障が発生。→リース取引，工事契約，棚卸資産，
金融商品，企業結合
⑤ 貸借対照表や損益計算書への影響：会計基準の変更により，実態は変化していない
にもかかわらず，貸借対照表や損益計算書の財務内容が変化する
⑥ コスト負担：会計基準を変更する際に，追加的な費用や事務手間が発生する。→企
業結合会計，資産除去債務
6 これについて，品川芳宣教授は，「中小指針のように，原則は頂点が IFRS で，例外
は認めるというやり方をすると，それを理解するのに頂点を見ないといけないわけです。
中小会計要領のように，これが原則だと示して，それ以外にも移行できるということで
あれば，原則がわかればこれで完結なのですね。それが物足りない人は別なものを参考
にすればいいだけです。」（特別座談会［2012］，16頁）と主張される。しかし，中小指
針は，完全版 IFRS（およびわが国の企業会計基準）とは別の基準（作成モデルがダブ
ルスタンダード）である。IFRS に関係なく，中小指針は理解されねばならない。そう
でないとすれば，中小指針に問題があるとは考えるべきである。中国では，「小企業会
計準則」が2011年に公表されているが，IFRS とコンバージェンスした「企業会計準則」
を簡素化するだけでなく，付録において勘定科目の統合や仕訳の具体例を示している。
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わが国の『中小企業簿記要領』には『中小企業簿記要領解説：記帳例題つき』が公表さ
れ，『中小会社経営簿記要領』には取引事例・解説が示されている。中小企業版 IFRS
についていえば，前述のように IASBスタッフによるTraining Material が示されてい
る。中小指針にこのような配慮が欠けていることが，中小指針のハードルが高いという
一因である（中小企業庁は漫画に拠る解説書等を配布し，かつホームページに掲載して
いる）。これは，中小要領も同様である。また，河﨑教授は，「トップダウンアプローチ
では，中小企業に固有の会計処理（簡便な会計処理など）を例外的な処理とみる。ボト
ムアップアプローチでは，大企業に固有の会計処理（連結会計や退職給付会計など）を
例外的な会計処理とみる。」（河﨑［2011c］，7頁）と主張される。しかし，中小指針と
中小要領は，トップダウンアプローチを採っており，その拠り所となる大企業向け会計
基準が相違することにより，その基本的立場が相違する（図表6および図表7を参照の
こと）。
7 安藤［2012］は，「正規の会計基準を1級とすれば，内容的に，『指針』は2級，『要
領』は準2級といえよう」，「結果として，『指針』と『要領』は競合関係になる。両者
の存在で中小企業の会計は混乱するのか，それとも『指針』が，準2級と1級をつなぐ
存在（2級）として機能するのか。未知の実験が始まっている。」（安藤［2012］，3頁）
と主張する。ただし，特別座談会［2012］では，中小指針と中小要領は上下関係ではな
く，並列関係である（特別座談会［2012］16‐17頁）としている。これに対して，万代
［2012b］は，安藤［2012］と同じく棲み分けを主張する。
8 様式集【記載上の注意】〈貸借対照表〉において，「評価・換算差額等」や「新株予約
権」に該当する項目がある場合は，純資産の部に記載する。」との記述がある。
9 安藤［2012］は，「各論では，例えば，『要領』には『資産，負債の基本的な会計処理』
という項目があり，『資産は原則として取得原価で評価する。負債のうち債務は原則と
して債務額で計上する。』とあるが，『指針』にそのような包括的な定めはない。税効果
会計が『指針』にあるが，『要領』にはない。リース取引について，『指針』では売買処
理を前面に出しているが，『要領』では賃貸処理又は売買処理としている。」（安藤
［2012］，3頁）と，「指針」および「要領」の特徴を簡単にまとめている。
10 この項目が必要かとのコメントに対して，検討会は，「企業活動の国際化が進んでい
く中小企業もあるという観点から，項目建てしているものである」と回答している。し
かし，この項目が「中小企業の実務において一般的に必要と考えられる会計処理」であ
るかどうかが問題であって，中小要領で示していない会計処理の方法が必要になった場
合には，企業の実態等に応じて，企業会計基準等の中から選択して適用することになぜ
ならないのか。
11 企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準委員会［2007］）は，
受取手形，売掛金，貸付金その他の債権について，「債権を債権金額よりも低い価額又
は高い価額で取得した場合において，取得価額と債権金額との差額の性格が金利の調整
と認められるときは，償却原価法に基づいて算定された価額から」「貸倒引当金を控除
した金額」（Ⅳ‐1‐14）をもって，「貸借対照表価額としなければならない。」と規定し
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ている。この規定に相当する中小要領の解説は，社債を社債金額より低い価額で買い入
れた場合の会計処理にみられる（利息法ではなく定額法による償却原価法）。ただし，
中小指針には「債権を債権金額よりも低い価額又は高い価額」で買い入れた場合の相当
の増額および相当の減額の任意規定がある。なお，「償却原価法とは，金融資産又は金
融負債を債権金額又は債務金額と異なる金額で計上した場合において，当該差額に相当
する金額を弁済期又は償還期に至るまで毎期一定の方法で取得価額に加減する方法をい
う。なお，この場合，当該加減額を受取利息又は支払利息に含めて処理する。」（注解注
5）償却原価法による具体的処理は，会計制度委員会報告第14号「金融商品会計に関す
る実務指針」（日本公認会計士協会［2009］）を参照されたい。
12 中小要領は，有価証券を取得原価で評価し，「時価が著しく下落したときは，回復の
見込みがあると判断した場合を除き，評価損を計上する」としている。これは，「企業
会計原則」と符合する。ただし，売買目的の有価証券は時価で評価する。これについて，
「法人税法にある売買目的有価証券は時価で評価します」，と解説している。これは，「税
制との調和を図った上で，会社法上の計算書類等を作成する際に参照するための会計処
理等を示」したものであろう。しかし，前述の社債を額面金額未満で発行する場合，法
人税法云々の解説はないので，企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」（企
業会計基準委員会［2007］）に拠るものと考えられる。売買目的の有価証券の時価評価
を「金融商品に関する会計基準」に拠るものと解説しないのは，中小要領を企業会計基
準のトップダウンアプローチにより策定されたものではないとするワーキンググループ
の苦心の跡である。
13 中小企業庁［2012］は，主な普及・活用策として，⑴広報・普及：各機関・団体の1
万4千箇所を超える拠点を通じてパンフレット等を中小企業に配布，⑵研修・セミ
ナー：各機関・団体がそれぞれ中小企業，会計専門家，指導員等向けに，「会計啓発・
普及セミナー」等の研修・セミナーを全国各地で開催，⑶計算書類等の作成支援：会計
専門家による信頼性ある計算書類作成の相談，指導を行うとともに，中小企業関係団体
による記帳指導・窓口相談において，適切な助言，⑷活用：各機関・団体は，中小企業
が中小要領により会計処理を行い，それによる財務情報を活用することを促進するため
の取組をあげている。⑷の取組の例としては，日本政策金融公庫による中小要領の適
用・活用企業に対する金利優遇制度を創設・拡充，金融庁による監督指針・金融検査マ
ニュアルにおいて，金融機関が顧客企業に対して助言するにあたり中小要領等の活用を
促していくことも有効であること等を記載，中小企業庁による法律に基づく経営革新計
画等の認定にあたり，中小要領に従った計算書類の提出を慫慂するとともに，補助金採
択にあたっては，中小要領に従った計算書類の提出があった場合には一定の評価を行う
ことがあげられている。ただ，中小指針において同様のことを行ったにもかかわらず，
大きな成果を得られなかったことに留意しておくべきである。
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